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【訪問、通所共通】

Q１
訪問（通所）介護相当サービスを利用するか、生活支援サービス（生きがい型デイサービス）を
利用するかは、ケアマネジャーが判断するのか。

A１

サービス担当者会議において、担当する地域包括支援センター（指定居宅介護支援事業所へ
委託可能）の職員、利用者や家族、サービス事業所が、利用者の状態（身体介護の要・不要）に
より、どちらのサービスが週何回必要かを検討し、サービス内容を決定します。
【身体介護とは】
①利用者の身体に直接接触して行う介助サービス
②利用者のADL、IADL及びQOLの向上のために利用者と共に行う自立支援・重度化防止のた
めのサービス
（②補足）
　要支援１、２又は移行者（要支援等から移行した者）は、自立支援・重度化防止のため、特別な
事情がない限り、調理、洗濯、掃除等は、利用者と一緒に行ってください。（→訪問介護相当
サービスを利用）
　ただし、事業対象者は生活支援サービスのみ利用可能であり、特別な事情がない場合は生活
支援サービスにおいて、利用者と一緒に調理、洗濯、掃除等を行ってください。
※特別な事情とは、障害や疾病などのため本人や家族が家事を行うことが困難な場合や地域
資源等を活用できない場合など。
③介護を要する状態となった要因である心身の障害や疾病等に伴って必要となる特段の専門
的配慮をもって行う利用者の日常生活上・社会生活上のためのサービス
（③補足）
　例えば通所介護事業所においては、「お風呂が滑りやすいため」や「トイレまでの場所がわか
りにくいため」等の施設環境上の理由で必要となる見守りや介助（事業所運営上必要な利用者
の安全面の配慮）ではなく、「下肢筋力低下によりふらつきがあるため」や「認知機能低下により
尿意がはっきりしないため」等の、認定調査票やアセスメント結果から判断された専門的配慮が
必要となる介助かどうかが、判断基準であると考えます。

Q２
生活支援サービス及び生きがい型デイサービスにおける特定地域加算について、他市町村の
事業所も算定できるのか。

A２
利用者の住所地が加算該当地域である場合は、算定可能です。
ただし、生きがい型デイサービスについては、事業所が送迎を行った場合に算定できます。な
お、片道のみ送迎した場合も、算定できます。

Q３
特定地域加算と地域資源連携加算について、処遇改善加算算出における単位に加えることに
なるのか。

A３
特定地域加算は処遇改善加算の対象となりますが、地域資源連携加算は、処遇改善加算算出
の対象となりません。

Q４
通所介護相当サービスを利用している方が月途中で県外に転出することになった。（保険者変
更）
請求はどうしたらよいか。

A４

保険者が変わる転出のため、相当サービス及びケアマネジメント費については、月額報酬で算
定することができます。

厚生労働省の通知を抜粋した資料「月額包括請求の日割り請求にかかる適用について（抜粋）」
を市HPに掲載していますので、併せてご確認ください。

Q５
月途中で相当サービスから生活支援サービス（または生きがい型デイサービス）に切り替わる場
合で、本人と事業所との契約をし直さない（契約解除日がない）場合は、現行サービスの利用料
はいつまでの日割りになるのか？

A５
相当サービスの最終利用日までの日割りとなります。また、生活支援サービス（または生きがい
型デイサービス）から相当サービスに切り替わる場合も、相当サービスの利用料は、初回利用
日からの日割りとなります。

弘前市介護予防・日常生活支援総合事業　Q＆A



Q６ 総合事業は給付制限の対象になるのか。

A６

当市の総合事業のサービスについては、給付制限を適用いたしません。具体的な取扱いについ
ては次の通りです。
①「事業対象者」が総合事業のサービスを利用する場合、給付制限は適用されない。
②給付制限中の「要支援者」が総合事業のサービスのみを利用する場合、サービスに給付制限
は適用されないが、高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護サービス費相当
事業の対象とならない。
③給付制限中の「要支援者」が総合事業のサービスと予防給付のサービスを併用する場合、総
合事業のサービスに給付制限は適用されないが、予防給付のサービスには適用される。また、
両サービスともに、高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護サービス費相当
事業の対象とならない。

Q７
処遇改善加算の実績報告書（計画）を作成しているが、A３、A７について、国保連通知に金額の
内訳記載がない。

A７
処遇改善加算のA３、A７についての金額の内訳は、使用しているシステム会社へ相談してくださ
い。

Q８ 「特別地域加算」と「特定地域加算」の違いは。

A８

「特別地域加算」は、事業所が特別地域（旧岩木村、旧相馬村）にあることで算定できる加算で、
訪問介護相当サービスで算定できます。
「特定地域加算」は、弘前市独自の加算で、利用者の住所地が弘前市介護予防・日常生活支援
総合事業実施要綱に定めた地域に該当し、サービスを提供した場合に算定できる加算です。生
活支援サービス、生きがい型デイサービスで算定できます。
ただし、生きがい型デイサービスについては、事業所が送迎を行った場合に算定できます。な
お、片道のみ送迎した場合も、算定できます。

Q９
Ａ市の被保険者でＢ市の施設に入所している方（住所地特例）が、Ｃ町にある通所介護事業所
（訪問介護事業所）を利用したい場合、当該事業所はどこの市町村の指定を受けるべきか。

A９
居住地（入所している施設の所在地）の市町村で指定を受ける必要があります。
この場合、入所している施設の所在する市町村＝Ｂ市のため、B市の指定が必要です。

Q10 D市に住んでいる（保険者D市）の方に、サービスを提供しても良いか。(弘前市の事業所）

A10
居住地の市町村で指定を受ける必要があることから、D市の指定が必要です。ただし、Ｄ市で同
様のサービスを実施しているかどうかも含めて、Ｄ市へお問い合わせください。

Q11 弘前市に住んでいる（保険者E市）の方にサービスを提供したい。E市の指定を受けたら良いか。

A11
居住地の市町村で指定を受ける必要があることから、弘前市の指定を受けて入れば、E市の指
定は不要です。

Q12 介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて知りたい。

A12
介護保険最新情報 「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱
いについて」（Vol.６７８  平成３０年９月２８日 厚生労働省老健局）で示しています。 保険外サー
ビスを提供する場合は、定められているサービス提供時間を遵守してください。



【訪問】

Q１ 生活支援サービスⅡを１日に２回利用する場合、どのくらいの間隔が必要か。

A１

訪問介護と同様、１回目終了後２時間以上間隔を空け、２回目のサービスを提供することができ
ます。なお、生活支援サービスⅠ及び生活支援サービスⅡを２時間以上空けて同日に利用する
ことも可能です。
※訪問介護相当サービスも生活支援サービスと同様に、利用者とのアセスメントにおいて、同日
に２回利用することが適切であると判断され、ケアプランに位置づけた場合同日に２回提供可能
です。

Q２ 同一建物減算について、生活支援サービスにも適用されるのか。

A２

生活支援サービスには減算は適用されません。
ただし、人数のカウントについては、訪問介護利用者、訪問介護相当サービス利用者、生活支
援サービス（Ⅰ、Ⅱ）利用者を足した人数でカウントし、減算の対象になった場合は、生活支援
サービス（Ⅰ、Ⅱ）以外のサービス利用者については減算する必要があります。

Q３
生活支援サービスⅡ利用時でも生活支援サービスⅠの利用回数が上限額の基準となるのか。
生活支援Ⅰを週１回、Ⅱを週２回利用する場合（月にⅠを４回、Ⅱを８回）の上限は935単位とな
るということか。

A３

これまでと同様に、介護予防ケアマネジメントにおいて、当該利用者に対し生活支援サービスⅠ
で考えた場合、週何回程度の支援が必要なのか判断することにより、上限額が決まります。そ
の上限額の範囲内で、生活支援サービスⅠ・Ⅱを何回ずつ利用するのか判断することになりま
す。
生活支援サービスⅠを週１回、Ⅱを週２回利用する場合は、週２回程度Ⅰの利用が必要な方と
判断されますので、上限は1,868単位となります。

Q４
生活支援サービスⅡのみの利用もできるのか。できるとすれば月９回の利用から1,868単位の上
限額となるのか。

A４
生活支援サービスⅡのみの利用もできます。その場合は、週１回程度の利用者は上限額が935
単位なので８回、週２回程度の利用者は上限額が1,868単位なので１６回の利用から上限額とな
ります。

Q５
要支援２で、訪問型サービスを週３回利用する必要があるが、生活援助のみの利用の場合は、
生活支援サービスしか利用できないのか。

A５

要支援２で、障害やその他事情により週３回利用しなければならない場合は、訪問介護相当
サービスを利用することができます。
なお、生活援助のみの利用で、１回の利用時間が２０分以内の日もある場合は、生活支援サー
ビスⅠ・Ⅱを組み合わせる方法もあります。サービス担当者会議等において適宜判断してくださ
い。

Q６ 要支援２で、週２回訪問介護相当サービス、週１回生活支援サービスを利用しても良いか。

A６
市HP掲載の総合事業説明会資料記載のとおり、相当サービスと生活支援サービスは、同月内
の重複利用はできません。

Q７
訪問介護相当サービスから生活支援サービスの利用に変わった場合、初回加算は算定できる
のか。

A７

同じ事業所の場合は、算定できません。事業所が変更になった場合は、変更後の事業所で初回
加算を算定できます。
ただし、訪問介護を利用していた要介護の方が、区分変更により要支援又は事業対象者にな
り、訪問介護相当サービス又は生活支援サービスの利用となった場合は、同じ事業所でも初回
加算を算定できます。

Q８ 地域型ヘルパーサービスの利用者は、他の総合事業サービスを利用できるのか。

A８
地域型ヘルパーサービスは、どの総合事業サービスとも併用できます。地域型ヘルパーサービ
スを利用する場合は、サービス担当者会議を行う必要はありませんが、関係団体と連携を図り
ながらサービス提供を行ってください。



【通所】

Q１ 通所介護相当サービスの提供時間はどのくらいか。

A１

旧介護予防通所介護と同様に、３時間以上の提供時間としてください。総合事業は介護給付と
異なり、短時間の提供について減算のサービスコードがないことから、提供時間を遵守してくだ
さい。
（令和８年度集団指導で周知　訂正前：概ね３時間以上）

Q２
令和６年度の介護報酬の改定で、「通所介護等について、積雪により送迎時間が延長する場
合、サービス提供時間を計画上より短縮しても良い」という通達があった。生きがい型デイサー
ビスも同様の考えで良いか。

A２

「やむを得ず短くなった場合には計画上の単位数を算定して差し支えない。」となっており、やむ
を得ず短くなった場合には、当日の利用者の心身の状況に加えて、降雪等の急な気象状況の
悪化等により、利用者宅と事業所間の送迎に平時より時間を要した場合も該当するとされてい
ます。
生きがい型デイサービスについても同様の考えで対応して差し支えありませんが、明確に記録
を残すようにしてください。

Q３
生きがい型デイサービスの提供について、通所介護や通所介護相当サービスと同じ空間で同
時にサービス提供してよいのか。

A３ はい。各事業所の運営状況に合わせ、サービス提供をしてください。

Q４
生きがい型デイサービスの提供について、通所介護や通所介護相当サービスと同時にサービ
ス提供しないことは可能か。

A４
はい。特定の曜日や時間帯を分けてサービス提供することは可能です。（例：午前通所介護、午
後生きがい型などの時間帯を分けて提供する。）

Q５ 生きがい型デイサービスにおける入浴料は、各事業所で料金を設定してよいのか。

A５
はい。基本単価とは別に、適正な入浴料を設定し、重要事項説明書等に記載の上、利用者へ事
前に提示してください。

Q６ 生きがい型デイサービスは送迎必須か。

A６
生きがい型デイサービスの送迎は義務ではありません。
なお、通所型相当サービスの場合は、送迎をしない場合、減算となります。

Q７
生きがい型デイサービスの人員基準に関して、介護職員は専従で１人以上でサービス提供に必
要な人数となっているが、介護職員を１人配置した場合、その職員が公休の日には、生きがい
型デイサービスの利用者を受け入れできないのか。人員配置について明確な基準はあるのか。

A７
サービス提供時間内に職員１名が配置されていればいいので、他の職員が１人以上生きがい
型デイサービスに従事していれば受け入れ可能です。人員配置については、利用定員に対して
安全面にも十分配慮した人員配置を行うようにしてください。

Q８ 生きがい型デイサービスの専従の職員は、ほかの業務を行うことは可能か。

A８ 生きがい型デイサービスを提供している時間以外は、ほかの業務に従事して構いません。

Q９
通所介護事業所において、定員を満たした場合に必要な面積を除いた部分で、３㎡×利用者数
を満たす必要があるのか。

A９

①通所介護及び通所介護相当サービスと、②生きがい型デイサービスについて、それぞれ別々
に考えサービス提供するのであれば、通所介護事業所の面積要件とは別に、３㎡×利用者数
以上の面積が必要となります。
なお、①②を一体的に運営する場合は、①の要件のみ満たしていればOKです。



Q10 要支援２の方が通所介護相当サービスを週１回程度利用している場合の料金はどうなるのか。

A10
平成３１年３月までは、利用回数にかかわらず要支援２の方のコードは１つでしたが、平成３１年
４月の利用分からは、週１回程度の利用のコードが増えたため、週1回と週２回程度の場合に区
別されます。

Q11
通所介護相当サービスを利用している。月途中で事業所を変更したいが、どのように算定したら
良いか。

A11

同一サービスでの事業所変更となるため、それぞれ日割りで請求してください。起点は解約日、
契約日です。
厚生労働省の通知を抜粋した資料「月額包括請求の日割り請求にかかる適用について（抜粋）」
を市HPに掲載していますので、併せてご確認ください。

Q12 地域型デイサービスの利用者は、他の総合事業サービスを利用できるのか。

A12
地域型デイサービスは、どの総合事業サービスとも併用できます。なお、地域型デイサービスを
利用する場合は、適宜サービス担当者会議を実施した上でケアプランを変更する必要がありま
す。

Q13
例えば、有効期限が６月３０日の事業対象者が、６月１日から通所型サービスＣを利用したい場
合、１か月しか利用できないのか。それとも３か月間利用できるのか。

A13

ケアプランは認定有効期間をまたぐことはできないので、６月１日～６月３０日のケアプランと、７
月１日～８月３１日のケアプランに分けて作成し、通所型サービスＣを３か月間（１２回）利用する
ことができます。
なお、事業対象者として更新する場合は、６月中に更新にかかるチェックリストを実施し、申請書
に添付して忘れずに市へ申請してください。

Q14
通所介護、相当サービスにおいて処遇改善加算がⅡからⅠに変更となる場合、生きがい型デイ
サービスも同様に変更して算定できるのか。

A14
加算については、法人又は事業所ごとの取組となり、一体的に実施している場合は、通所介護
と同様の区分で算定可能です。

Q15 同月中に通所Cの利用を終了し、生きがい型デイサービスを利用することは可能か。

A15
同月中の利用は可能ですが、生きがい型デイサービスの利用回数の上限を超えないように調
整が必要となります。ケアマネジメント費についてはどちらもケアマネジメントBとなるため、二重
の請求はできません。

Q16
運動器機能向上加算が廃止され基本報酬に包括化となったが、これまで何らかの理由で加算
対象外となっていた方も含めた全利用者に対して運動を必須とするのか。

A16

通所介護相当サービスにおいては、入浴介助及び運動器機能向上サービスの実施に係る費用
が包括評価されているため、利用者の運動器の機能向上を目的として個別に実施される機能
訓練であり、利用者の心身の状態の維持または向上に資すると認められる内容を行うこととして
ください。

Q17
運動器機能向上加算が廃止され基本報酬に包括化となったが、今までの運動器計画書及び体
力測定などは必須ではないという解釈でよいか。

A17

令和６年度の改定では、運動器機能向上加算が廃止され基本報酬に包括化されることとなりま
した。実施にあたっては、運動器機能向上加算の算定において作成していた運動器機能向上計
画の作成や運動器機能向上サービスの実施に係るモニタリング、体力測定及び評価等の加算
の要件であった取組内容等を行わなくても、介護保険最新情報Vol.1222において示されている
サービス内容を行っていると認められる限り、基本報酬を算定することが可能です。これまでの
同加算の取組内容を継続するかどうかについては、事業所において判断してください。また体力
測定等についても、評価やモニタリングを行う上で必要に応じて適切に実施することとしてくださ
い。



【介護予防ケアマネジメント】

Q１
事業対象者で介護予防ケアマネジメントを受けている方が、状態悪化により要支援になり介護
予防支援に移行した場合は、介護予防支援の初回加算は算定できるか。

A１
担当の地域包括支援センターは変わらないので、算定できません。また、介護予防支援から介
護予防ケアマネジメントに移行した場合も同様です。

Q２
介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援業務を委託している居宅介護支援事業所が変更
となった場合には、初回加算を算定できるのか。

A２
委託された居宅介護支援事業所が変更になっても、担当の地域包括支援センターとしては初め
て当該利用者を担当するわけではないので、初回加算は算定できませんが、新たに居宅介護
支援事業所へ適切に情報提供等を行った場合は、委託連携加算が算定できます。

Q３
介護予防ケアマネジメントを居宅介護支援事業所に委託する場合、介護予防支援と同じくプラン
作成上限の制約を受けるのか。

A３

介護予防ケアマネジメントの受託件数については、居宅介護支援費の逓減制の対象となりませ
ん（介護予防ケアマネジメントの件数は担当件数から除外）。ただし、介護支援専門員の適正な
ケアマネジメントが確保される件数となることを前提とします。
なお、介護予防支援については従来同様、2分の1換算したうえで受託件数に含まれます。
また、利用者がその月に予防給付を利用するかしないかによって、介護予防支援と介護予防ケ
アマネジメントが月単位で入れ替わる点について、ご留意ください。

Q４
通所介護や相当サービス利用中に、地域型デイサービスも併用し始めたいとき、新たにケアプ
ランを作成したり、担当者会議の開催は必要か。

A４

新たにケアプランの作成が必要です。地域型デイサービスだけの場合はケアマネジメントCにな
るため担当者会議は不要ですが、介護相当サービスも利用している場合は、ケアマネジメントＡ
になるので、担当者会議が必要です。生きがい型デイサービス利用の場合は、ケアマネジメント
Ｂのため省略できます。

Q５ 月途中で週１回の利用→週２回の利用にプラン変更して良いか。

A５ 月途中でなく、翌月１日からケアプランの変更を行ってください。

Q６ 月途中で事業所の変更がある場合、介護予防ケアマネジメント費の請求はどこが行うのか。

A６

変更後の事業所のみ月額包括報酬の算定を可能としています。

厚生労働省の通知を抜粋した資料「月額包括請求の日割り請求にかかる適用について（抜粋）」
を市HPに掲載していますので、併せてご確認ください。

Q７
生活支援サービスや生きがい型デイサービスを利用している人が月途中で同一サービスの事
業所変更は可能か。

A７
やむを得ず月途中で変更する場合は、月額上限に達しないよう調整し、回数を按分して利用す
るように調整してください。（例：A事業所　２回、B事業所　２回等）ケアプランも月途中で変更して
ください。



Q８ 委託連携加算を算定できる条件は何か。

A８

当該利用者に係る必要な情報を当該指定居宅介護支援事業所に提供し、当該居宅介護支援
事業所におけるケアプランの作成等に協力した場合、当該委託を開始した日に属する月に限り
算定できるものです。
軽微な変更のためケアプランの作成等の一連の流れを行わない場合（契約を変更しただけ、ケ
アマネジャーが変わっただけ等）は、算定要件を満たしていないため、算定できません。
介護予防ケアマネジメントによるアセスメント情報等の提供や、利用契約時における聞き取り内
容やプラン作成前の同行訪問によるアドバイス等を行い、利用者に係る情報の提供を行ってく
ださい。また、書面による必要はなく、口頭等による情報提供でも構いませんが、いずれの場合
であっても、双方の事業所において支援経過記録等に、年月日や提供内容等の記録を残してく
ださい。

Q９ 委託連携加算を算定できる例はどのような場合か。

A９

本加算の具体的な基準については、他の保険者の取扱いも参考に、弘前市で独自に設定した
ものであり、保険者により相違がある場合がありますので、ご注意ください。
【算定できる例】
①担当する地域包括支援センターは変わらずに、委託先の居宅介護支援事業所が変わった場
合
②市内転居により、担当する地域包括支援センターが変わった場合（市外からの転入も可）
③要介護から要支援、事業対象者への認定区分が変更となり、総合事業のサービスを利用した
場合（③から自立となり再度事業対象者及び要支援に該当した場合も算定可）。ただし、元々担
当していた居宅介護支援事業所に委託する場合は、算定できない。
④ケアマネジャーがＡ事業所からＢ事業所に移籍しても支援を続ける場合、Ｂ事業所でＱ６の算
定要件を満たした場合


